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１. 17年  2月期の業績（平成 16年 3月 1日 ～ 平成 17年 2月 28日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨）

％ ％ ％

17年  2月期 146.6 183.7

16年  2月期 △ 23.7 △ 24.3

  

17年  2月期
16年  2月期
(注)①期中平均株式数 17年  2月期   169,046,772 株　　　16年  2月期   167,972,197 株 

     ②会計処理の方法の変更　　有

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

円　銭

17年  2月期 5.00

16年  2月期 5.00

（注）17年  2月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態

百万円 ％

17年  2月期
16年  2月期
(注)①期末発行済株式数　17年  2月期    　170,284,878 株    16年  2月期    　167,573,673 株　

 　 ②期末自己株式数　　17年  2月期      　  574,026 株    16年  2月期      　3,285,231 株　

２. 18年  2月期の業績予想（ 平成 17年 3月 1日  ～  平成 18年 2月 28日 ）

中間 期末
百万円 ％ ％ ％ ％ 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 140,200 △ 7.6 △ 30.4 △ 19.5 △ 62.1 2.50 － －

通　　期 286,000 △ 5.4 △ 8.1 △ 2.4 △ 44.0 － 2.50 5.00

（注）売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）            14 円   09 銭

（注）上記の予想は、発表日現在で入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因によって

      予想数値と異なる可能性があります。

      なお、上記業績予想につきましては、決算短信（連結）添付資料8ページを参照してください。
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貸 借 対 照 表
（単位 百万円）

科 目
当 期 前 期

対 前 期 増 減 額
（１７．２．２８） （１６．２．２９）

（ 資 産 の 部 ） 1 9 3,1 3 0 2 0 0,6 1 9 △ 7,4 8 9

流 動 資 産 4 8,4 5 8 6 1,9 2 5 △ 1 3,4 6 7

現 金 及 び 預 金 9,3 0 8 1 3,9 7 7 △ 4,6 6 9

受 取 手 形 2,1 3 5 1,8 2 4 3 1 1

売 掛 金 1 7,7 8 5 1 9,8 1 7 △ 2,0 3 2

有 価 証 券 5 9 5 9 0

商 品 1 3,3 8 4 1 4,8 1 0 △ 1,4 2 6

貯 蔵 品 1 0 5 1 2 3 △ 1 8

前 渡 金 7 1 3 6 8

短 期 貸 付 金 4 7 4 2 8 6 1 8 8

繰 延 税 金 資 産 3,1 8 8 4,7 8 7 △ 1,5 9 9

そ の 他 2,1 0 5 6,3 6 3 △ 4,2 5 8

貸 倒 引 当 金 △ 1 6 1 △ 1 2 8 △ 3 3

固 定 資 産 1 4 4,6 7 2 1 3 8,6 9 3 5,9 7 9

有形固定資産 9 7,6 8 1 1 0 0,3 5 2 △ 2,6 7 1

建 物 ・ 構 築 物 4 4,8 9 5 4 7,2 9 8 △ 2,4 0 3

機 械 ・ 器 具 ・ 備 品 1,5 3 3 1,6 8 8 △ 1 5 5

土 地 5 1,2 3 4 5 1,3 0 9 △ 7 5

建 設 仮 勘 定 1 8 5 6 △ 3 8

無形固定資産 9 6 0 9 0 5 5 5

借 地 権 5 2 4 5 2 4 0

ソ フ ト ウ エ ア 3 5 3 2 8 7 6 6

電 話 加 入 権 6 7 7 2 △ 5

そ の 他 1 5 2 0 △ 5

投資その他の資産 4 6,0 3 0 3 7,4 3 6 8,5 9 4

投 資 有 価 証 券 2 3,1 3 1 6,2 0 0 1,6 9 3 1

子会社株式及び出資金 1,2 6 1 3,0 7 0 △ 1,8 0 9

長 期 貸 付 金 7,1 4 6 6,1 5 0 9 9 6

長 期 保 証 金 6,4 1 2 6,6 8 6 △ 2 7 4

長 期 前 払 費 用 2 1 4 3 0 4 △ 9 0

前 払 年 金 費 用 － 7,2 5 0 △ 7,2 5 0

繰 延 税 金 資 産 4,8 4 2 7,3 3 7 △ 2,4 9 5

そ の 他 3,6 6 5 1,1 1 1 2,5 5 4

貸 倒 引 当 金 △ 6 4 2 △ 6 7 5 3 3

合 計 1 9 3,1 3 0 2 0 0,6 1 9 △ 7,4 8 9
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（単位 百万円）

科 目
当 期 前 期

対 前 期 増 減 額
（１７．２．２８） （１６．２．２９）

（ 負 債 の 部 ） 1 3 5,0 3 3 1 4 7,1 8 0 △ 1 2,1 4 7

流 動 負 債 8 0,1 3 9 1 0 2,0 0 7 △ 2 1,8 6 8

支 払 手 形 5 5 8 1,4 6 5 △ 9 0 7

買 掛 金 1 5,1 5 0 1 8,3 6 5 △ 3,2 1 5

短 期 借 入 金 2 0,9 1 8 2 9,2 7 8 △ 8,3 6 0

未 払 金 6,3 5 2 9,9 3 5 △ 3,5 8 3

未 払 法 人 税 等 4 8 5 6 △ 8

未 払 費 用 2,9 7 4 2,6 2 8 3 4 6

前 受 金 2,1 5 7 1,9 1 5 2 4 2

商 品 券 1 2,7 6 5 1 3,4 0 3 △ 6 3 8

預 り 金 1 9,0 6 1 1 9,2 6 5 △ 2 0 4

店舗閉鎖損失引当金 － 5,5 8 5 △ 5,5 8 5

そ の 他 1 5 1 1 0 6 4 5

固 定 負 債 5 4,8 9 4 4 5,1 7 3 9,7 2 1

社 債 5,0 0 0 － 5,0 0 0

長 期 借 入 金 3 0,1 0 6 2 4,4 6 8 5,6 3 8

退 職 給 付 引 当 金 1 1,8 3 1 1 6,3 2 4 △ 4,4 9 3

役員退職慰労引当金 2 2 9 2 4 5 △ 1 6

投 資 損 失 引 当 金 2 1 0 2,7 6 2 △ 2,5 5 2

長 期 未 払 金 5,8 1 6 － 5,8 1 6

受 入 保 証 金 1,6 3 5 1,3 7 2 2 6 3

そ の 他 6 5 － 6 5

（ 資 本 の 部 ） 5 8,0 9 7 5 3,4 3 8 4,6 5 9

資 本 金 9,7 6 5 9,7 6 5 0

資本剰余金 9,5 9 7 9,3 5 8 2 3 9

資 本 準 備 金 9,3 5 8 9,3 5 8 0

そ の 他 資 本 剰 余金 2 3 8 － 2 3 8

自己株式処分差益 2 3 8 － 2 3 8

利益剰余金 3 7,4 5 7 3 4,0 1 6 3,4 4 1

利 益 準 備 金 2,4 4 1 2,4 4 1 0

別 途 積 立 金 2 2,7 2 9 2 7,7 2 9 △ 5,0 0 0

土 地 圧 縮 積 立 金 1,9 3 0 1,8 9 7 3 3

償却資産圧縮積立金 3,8 5 0 3,9 0 2 △ 5 2

特 別 償 却 準 備 金 － 1 △ 1

当 期 未 処 分 利 益
6,5 0 5 △ 1,9 5 5 8,4 6 0

(未処理損失△)

その他有価証券評価差額金 1,4 6 1 1,2 9 4 1 6 7

自 己 株 式 △ 1 8 4 △ 9 9 6 8 1 2

合 計 1 9 3,1 3 0 2 0 0,6 1 9 △ 7,4 8 9
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損 益 計 算 書
（単位 百万円）

科 目 当 期(
16.3. 1

) 前 期(
15.3. 1

)
対 前 期

17.2.28 16.2.29 増 減 額 増減率

営 ％

経 業
売 上 高 3 0 2,4 1 3 3 2 2,3 0 8 △ 1 9,8 9 5 △ 6.2

損
売 上 原 価 2 2 8,4 9 6 2 4 3,8 6 8 △ 1 5,3 7 2 △ 6.3

常 益
売 上 総 利 益 7 3,9 1 7 7 8,4 3 9 △ 4,5 2 2 △ 5.8

の
販売費及び一般管理費 6 9,5 6 3 7 6,6 7 3 △ 7,1 1 0 △ 9.3

損 部 営 業 利 益 4,3 5 3 1,7 6 5 2,5 8 8 1 4 6.6

営 営 業 外 収 益 2,0 5 2 2,3 1 3 △ 2 6 1 △ 1 1.3
益 業 受 取 利 息 ・ 配 当 金 3 7 9 3 8 5 △ 6 △ 1.6
外 そ の 他 1,6 7 2 1,9 2 7 △ 2 5 5 △ 1 3.2

の 損 営 業 外 費 用 2,4 1 0 2,6 7 0 △ 2 6 0 △ 9.8
益 支 払 利 息 8 0 2 9 1 3 △ 1 1 1 △ 1 2.2

部 の そ の 他 1,6 0 8 1,7 5 7 △ 1 4 9 △ 8.5
部

経 常 利 益 3,9 9 6 1,4 0 8 2,5 8 8 1 8 3.7

特 別 利 益 8,4 2 1 1,5 5 6 6,8 6 5

特 固 定 資 産 売 却 益 3 3 5 9 0 1 △ 5 6 6

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1 6 5 4 △ 6 5 3

別 店舗閉鎖損失引当金戻入額 6 4 1 － 6 4 1

投 資 損 失引当金戻入額 2 9 1 － 2 9 1

損 退 職 給 付 制 度 改 定 益 3,5 5 9 － 3,5 5 9

退 職 給 付 信 託 返 還 益 3,5 9 2 － 3,5 9 2

益 特 別 損 失 4,1 0 4 1 4,5 5 2 △ 1 0,4 4 8

固 定 資 産 処 分 損 3 0 0 1,2 2 3 △ 9 2 3

の 固 定 資 産 減 損 損 失 1,6 1 9 － 1,6 1 9

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1 2 4 3 1 9 3

部 子 会 社 株 式 評 価 損 2,0 5 9 － 2,0 5 9

店 舗 閉 鎖 関 連 損 失 － 7,8 3 4 △ 7,8 3 4

訴 訟 和 解 金 － 5,4 6 3 △ 5,4 6 3

税引前当期純利益 (純損失△) 8,3 1 3 △ 1 1,5 8 7 1 9,9 0 0 －

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4 8 5 5 △ 7 △ 1 2.2

法 人 税 等 調 整 額 3,9 7 9 △ 3,2 2 7 7,2 0 6 －

当 期 純 利 益 (純損失△) 4,2 8 5 △ 8,4 1 5 1 2,7 0 0 －

前 期 繰 越 利 益 2,6 4 5 7,1 2 3 △ 4,4 7 8 △ 6 2.9

自 己 株 式 処 分 差 損 － 2 4 3 △ 2 4 3 －

中 間 配 当 額 4 2 5 4 1 9 6 △ 1.6

当期未処分利益(未処理損失△) 6,5 0 5 △ 1,9 5 5 8,4 6 0 －
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重要な会計方針

１．有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準および評価方法

商 品 売価還元法による低価法

貯 蔵 品 先入先出法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 建物（建物付属設備を除く） 定 額 法

その他の有形固定資産 定 率 法

無形固定資産 定 額 法（自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間５年

により償却）

４．繰延資産の処理方法

社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。

５．引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 売掛金、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を

計上しております。

過去勤務債務は、発生時の平均残存勤務期間以内の一定年数(13年)による

定額法により、費用処理しております。

数理計算上の差異は、発生時の平均残存勤務期間以内の一定年数(13年)に

よる定額法により、それぞれ発生の翌期から費用処理しております。

役員退職慰労引当金 役員および執行役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。

投 資 損 失 引 当 金 関係会社にかかる投資損失に備えるため、各社の財政状態を勘案し、所要額

を計上しております。

６．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっております。

７．ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については、特例処理を採用しております。
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８．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

９．新企業年金制度の導入

当社の退職給付制度は、従来退職一時金と厚生年金基金による加算年金により構成されており

ましたが、平成１６年３月１日から確定拠出年金および基金型確定給付企業年金の導入による

新企業年金制度に移行いたしました。この移行に伴い、退職給付制度改定益 3,559百万円を

特別利益に計上しております。

会計方針の変更

「固定資産の減損に係る会計基準」（固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書（企業

会計審議会 平成14年8月9日））および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）が平成16年3月31日以後に終了する営業年度から早期適用で

きることになったことに伴い、当期から同会計基準および同適用指針を適用しております。これに

伴い、従来の方法に比べ、税引前当期純利益が 1,619百万円減少しております。

貸借対照表注記事項

１．有形固定資産の減価償却累計額 85,775百万円

２．保証債務残高 2,966百万円

３．自己株式の保有数 普通株式 574,026株

損益計算書注記事項

固定資産減損損失

当社は、以下の資産グループについて固定資産減損損失を計上いたしました。

用 途 種 類 場 所

店 舗 建物・その他 岡崎店（愛知県岡崎市）

店 舗 建物・その他 名古屋駅店（名古屋市中村区）

遊休資産 土地 三重県鳥羽市ほか

そ の 他 土地等 三重県四日市市貸倉庫ほか

当社は、管理会計上の区分を基礎にグルーピングを行っておりますが、現在未稼働で今後も事

業の用に供する予定のないものについては遊休資産としてグルーピングしております。

上記の資産について、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グループおよび

遊休状態にあり今後も使用の目処が立っていない資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、それぞれ 1,538百万円および 81百万円、合計 1,619百万円の固定資産減損損失を計上して

おります。

減損損失の主な内訳は、建物・構築物 1,073百万円、土地 351百万円であります。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、重要性の高い資産

グループについては、不動産鑑定評価基準に準ずる不動産鑑定士による評価額を基準としており

ます。
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リース取引関係注記

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額

（単位 百万円）

当 期 前 期

取得価額 減価償却 減損損失 期末残高 取得価額 減価償却 期末残高
累 計 額 累 計 額 累 計 額

相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

機械・器具・備品 5,418 2,690 108 2,619 6,048 3,005 3,042

車 両 ・ 運 搬 具 440 210 1 229 478 210 267

合 計 5,859 2,900 110 2,848 6,526 3,215 3,310

（２）未経過リース料期末残高相当額等

（単位 百万円）

当 期 前 期

１ 年 内 970 1,059

１ 年 超 1,878 2,250

合 計 2,848 3,310

リース資産減損勘定残高 110 －

（注）取得価額相当額および未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、「支払利子込み法」により算定して

おります。

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額および減損損失

（単位 百万円）

当 期 前 期

支 払 リ ー ス 料 1,105 1,189

リース資産減損勘定の取崩額 － －

減 価 償 却 費 相 当 額 1,105 1,189

減 損 損 失 110 －

（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

（１）借手側

未経過支払リース料
（単位 百万円）

当 期 前 期

１ 年 内 820 787

１ 年 超 7,905 8,684

合 計 8,725 9,471

（２）貸手側

未経過受取リース料
（単位 百万円）

当 期 前 期

１ 年 内 814 607

１ 年 超 2,307 2,029

合 計 3,122 2,637
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有価証券関係

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの
該当事項はありません。

税効果会計関係

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当 期(平成１７年２月２８日現在)

繰 延 税 金 資 産

貸倒引当金繰入限度超過額 2 7 7 百万円

未 払 賞 与 5 2 3

退職給付引当金繰入限度超過額 3,8 7 3

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 9 3

投 資 損 失 引 当 金 8 5

退職給付制度改定に伴う未払金 2,7 5 4

た な 卸 資 産 評 価 損 2 1 7

関 係 会 社 株 式 評 価 損 1,0 0 4

会 員 権 評 価 損 1 2 9

固 定 資 産 減 損 損 失 6 5 7

税 務 上 の 繰 越 欠 損 金 6,9 3 3

そ の 他 3,3 2 2

繰 延 税 金 資 産 小 計 1 9,8 7 1

評 価 性 引 当 額 △ 2,5 9 9

繰 延 税 金 資 産 合 計 1 7,2 7 2

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 信 託 返 還 株 式 △ 4,5 3 3

土 地 圧 縮 積 立 金 △ 1,1 7 5

償 却 資 産 圧 縮 積 立 金 △ 2,5 3 3

その他有価証券評価差額金 △ 9 9 8

繰 延 税 金 負 債 合 計 △ 9,2 4 1

繰 延税金資産の純額 8,0 3 1

平成１７年２月２８日現在の繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産 － 繰延税金資産 3,1 8 8 百万円

固定資産 － 繰延税金資産 4,8 4 2

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 4 2.0 ％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0

受取配当等永久に益金に算入されない項目 △ 0.8

住民税均等割等 0.6

評価性引当額 5.4

その他 0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 4 8.4
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利 益 処 分 案
（単位 百万円）

摘 要 当 期 前 期 対前期増減額

当期未処分利益(未処理損失△) 6,5 0 5 △ 1,9 5 5 8,4 6 0

別 途 積 立 金 取 崩 高 ― 5,0 0 0 △ 5,0 0 0

土 地 圧 縮 積 立 金 取 崩 高 2 1 0 ― 2 1 0

償 却 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 高 1 4 4 5 1 9 3

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 高 ― 1 △ 1

合 計 6,8 6 0 3,0 9 7 3,7 6 3

これを次のとおり処分いたします。

配 当 金 4 2 5 4 1 8 7

１株につき2円50銭 １株につき2円50銭

土 地 圧 縮 積 立 金 ― 3 2 △ 3 2

次 期 繰 越 利 益 6,4 3 4 2,6 4 5 3,7 8 9
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部 門 別 売 上 高

店 別 売 上 高
（単位 百万円）

店 別
当 期（16.3.1～17.2.28） 前 期（15.3.1～16.2.29）

金 額 構成比 前年比 金 額 構成比 前年比

％ ％ ％ ％
名 古 屋 店 1 3 8,7 4 6 4 5.9 1 0 0.0 1 3 8,7 4 6 4 3.0 1 0 3.2

岡 崎 店 6,2 3 1 2.1 9 1.0 6,8 4 9 2.1 9 8.0

名 古 屋 駅 店 1 2,3 8 9 4.1 9 6.8 1 2,7 9 6 4.0 9 5.8

豊 田 店 9,7 8 5 3.2 9 8.3 9,9 5 1 3.1 1 0 1.2

上 野 店 6 1,5 7 3 2 0.4 9 6.5 6 3,8 1 7 1 9.8 9 5.7

銀 座 店 1 6,2 9 1 5.4 9 6.2 1 6,9 2 9 5.3 9 4.4

静 岡 店 3 0,0 5 0 9.9 9 7.1 3 0,9 3 3 9.6 9 6.3

大 阪 店 9,9 2 6 3.3 4 3.5 2 2,8 1 3 7.1 9 1.9

く ず は 店 1,6 3 6 0.5 2 3.1 7,0 8 5 2.2 9 8.1

高 槻 店 1 5,7 8 2 5.2 1 2 7.4 1 2,3 8 6 3.8 9 5.4

合 計 3 0 2,4 1 3 1 0 0.0 9 3.8 3 2 2,3 0 8 1 0 0.0 9 8.8

（注）大阪店は平成１６年５月５日、くずは店は３月末日をもって、それぞれ営業を終了いたしました。

商 品 別 売 上 高

（単位 百万円）

区 分
当 期（16.3.1～17.2.28） 前 期（15.3.1～16.2.29）

金 額 構 成 比 前 年 比 金 額 構 成 比 前 年 比

％ ％ ％ ％

衣 料 品 1 2 2,5 2 5 4 0.5 9 2.7 1 3 2,2 4 5 4 1.0 9 8.7

身 の 回 り 品 3 0,5 7 3 1 0.1 9 9.2 3 0,8 2 8 9.6 1 0 2.8

家 庭 用 品 2 6,3 7 6 8.7 1 0 0.5 2 6,2 5 7 8.1 9 0.4

食 料 品 6 4,2 8 2 2 1.3 9 0.8 7 0,8 1 2 2 2.0 9 8.3

雑 貨 4 6,3 3 0 1 5.3 9 6.2 4 8,1 7 0 1 4.9 9 9.8

食 堂 ・ 喫 茶 7,2 0 4 2.4 8 6.5 8,3 3 1 2.6 1 0 2.3

サービス・その他 5,1 2 0 1.7 9 0.4 5,6 6 2 1.8 1 1 4.6

合 計 3 0 2,4 1 3 1 0 0.0 9 3.8 3 2 2,3 0 8 1 0 0.0 9 8.8



役　員　の　異　動（平成１７年５月２６日付）
１．代表取締役の異動　　　　なし

２．その他の役員の異動　　　なし

組    織    改    正（平成１７年５月２６日付）
中部地区本部ならびに関東地区本部の業務統括部を統合し、「業務本部」とする。

＜取締役および執行役員＞（平成１７年５月２６日付）

平成１７年５月２６日の株主総会終了後の取締役会において、下記１２名の執行役員の選任を予定しています。

お か だ く に ひ こ

岡 田 邦 彦

代表取締役　専務執行役員 さ む ら しゅんいち 代表取締役　専務執行役員
本社経営企画室長兼内務業務改革室長 茶 村 俊 一 本社経営企画室長兼内務業務改革室長

代表取締役　専務執行役員 こ ば や し まこと 代表取締役　専務執行役員
本社人事部長 小 林 允 本社人事部長

取締役　専務執行役員 か わ な か ひ で お 取締役　専務執行役員
営業統括本部長 川 中 英 男 営業統括本部長

取締役　常務執行役員 つ し ま と し あ き 取締役　常務執行役員
本社財務部長 都 島 敏 明 本社財務部長

取締役　常務執行役員 し み ず し げ お 取締役　常務執行役員
本社開発事業部長 清 水 重 雄 本社開発事業部長

取締役　執行役員 う め づ す み の り 取締役　執行役員
株式会社松坂屋ストア取締役社長　　 梅 津 稜 典 株式会社松坂屋ストア取締役社長

常務執行役員 た ぢ か け ん や 常務執行役員
中部地区本部長兼名古屋店長　　　 田 近 健 也 中部地区本部長兼名古屋店長

常務執行役員 あ だ ち し ん い ち

業務本部長 安 達 進 一

ふ る や よ し ゆ き

古 屋 義 行

執行役員 ほ り ぐ ち ひ ろ つ ね 株式会社横浜松坂屋
関東地区本部長兼上野店長　　　　　　 堀 口 裕 恒 取締役社長

す え ま つ す み お

末 松 純 夫

＜監　査　役＞（平成１７年５月２６日付）

お か ざ き ひ ろ あ き

岡 崎 曠 敬

し ば た か ず ひ こ

柴 田 和 彦

し み ず さ だ ひ こ

清 水 定 彦

よ こ や ま け ん い ち

横 山 健 一

（注）監査役清水定彦氏および横山健一氏は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律

第１８条第１項に定める社外監査役であります。

【退任予定執行役員】（平成１７年５月２６日付）

岡 村 節 雄 （現常務執行役員関東地区本部長兼上野店長） ㈱松坂サービス取締役社長に就任予定

霜 島 隆 弘 （現執行役員静岡店長）

執行役員　ＭＤ本部長　　　　　　　　　

（新任）

（新任）

（現任）

（現任）

（現任）

（現任）

（現任）

－１１－

ＭＤ本部長

監 査 役

監 査 役

（非改選）

（非改選）

（非改選）

氏 名

代表取締役　社長執行役員

監 査 役

常 勤 監 査 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

（非改選） 常 勤 監 査 役

代表取締役　社長執行役員　　　　　　　

現　　　役　　　職

本社情報開発部長

常 勤 監 査 役

執行役員　本社法務・総務部長

新 役 職

（新任）

（現任）

（現任）

（現任）

（昇格）

執行役員　本社情報開発部長　　　　　


